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１．提案の趣旨 

 宇都宮市は、人と自然が共生し、環境への負荷の少ない持続可能な「環境都市うつの

みや」を目指し、平成１３年９月に「宇都宮市環境基本条例」を制定した。また、宇都

宮市環境基本条例の規定に基づき定められた「環境基本計画」を、市民や事業者とパー

トナーシップをとりながら、積極的に推進している。 
 さらには、国が選定する「環境モデル都市」にもネットワーク型コンパクトシティを

軸とした提案書を提出しており、「環境都市」、「低炭素社会」への意識の高さを示して

いる。 
 低炭素社会の実現に向け、特に中心市街地においては開発区域が定められ、再開発が

積極的に行われている。しかし、再開発が進められている地域に加えて、市街地および

郊外においても古い建物が多く存在し、近い将来、多くの建物が建て替え時期を迎える

と推測され、建物の建て替えの方策を検討する必要がある。 
 そこで本提案では、建物の現状を把握すると共に、近い将来迎える建物の建て替えの

ために、環境にやさしい、低炭素社会実現に向けた建物レベルでの具体的方策の検討を

行い、その効果を報告する。 
 また、検討した内容を発信する方法として、誰もが簡単に使えるツールを提案し、そ

のイメージを述べる。 
  
 
２．提案の目標 

 環境にやさしい建物の建て替え、開発のモデルを検討し、CO2 排出量など環境にあ

たえる影響、効果を提示することで、今後目指すべき「低炭素社会の実現」、「環境都市

うつのみや」の姿を明確にする。 
 また、この提案で検討した内容を、誰もが簡単に使えるツールとして整備し、CO2
排出量など、環境に対する影響、効果を見ることができるようにすることで、まちづく

りと環境に対する意識の向上を図る。さらには、この取り組みを通して「環境都市うつ

のみや」をアピールし、一つのブランドとなっていくことを目指す。 
 
 
 
 



３．現状の分析と課題 

３．１ 宇都宮市の施策 

 「環境都市」の実現を目指し、環境基本条例、環境基本計画を制定、策定している。

ここでは、「環境都市」とは、①社会経済活動その他の活動による環境への負荷を低減

する、②限りある資源を循環できる社会を構築する、③自然環境を保全する（生物の多

様性の確保を含む）、④人と自然とが共生する都市を形成するの４つの目標を達成した

環境にやさしいまちのこと（環境基本条例のしおりより）としている。 
 環境基本条例、環境基本計画の重点、目標は下記のとおりである。自然環境、生活環

境に関する施策に加え、地球温暖化防止対策の推進、省エネルギー、省資源の推進、新

エネルギーの導入など、環境配慮の取り組みについても重点的に定められている。 
  
「環境都市」実現のための重点（宇都宮市環境基本条例より） 

１．環境への負荷を減らす措置（第７条）
２．資源の有効利用のための措置（第８条）
３．自然を守るための措置（第９条）
４．人と自然とがふれあうまちづくりのための措置（第１０条）  
 
宇都宮市環境基本計画 基本目標（宇都宮市環境基本計画より） 

基本目標１．良好で安全な環境が確保され、快適で健やかに暮らせるまち
基本目標２．資源やエネルギーを大切にし、地球にやさしい循環型社会を実現するまち
基本目標３．多様で豊かな自然の恵みを感じ、水と緑と人が共生する魅力あるまち
基本目標４．市民みんなの協働でつくる人と環境にやさしいまち  
 
 また、景観についても、環境配慮対策に位置付けられており、景観基本条例、景観計

画において、風土に合わせた景観づくりが行われている。各地域における景観形成の方

針は下記のとおりである。 
 
地域別の景観形成の方針（宇都宮市景観計画より） 

方針
①北西部地域
　　優れた自然景観や観光資源を保全・活用し，身近な自然と親しめる景観を目指す。
②中央地区
　　自然と文化の調和を図りながら，中核都市にふさわしい魅力ある景観を目指す。
③東部地域
　　鬼怒川を中心に広がる田園景観を保全し，産・学・住が調和した景観を目指す。
④南部地域
　　のどかさを感じさせる田園景観を保全し，立地の良さを活かした快適で活力のある景観を目指す。
⑤上河内地域
　　豊かな自然景観や田園景観を保全・活用し，自然とふれあい緑あふれる景観を目指す。
⑥河内地域
　　自然景観や文化資源を保全・活用し，ひと・まち・自然が調和した景観を目指す。  
 
 



３．２ 市街地再開発事業 

 宇都宮市では都市のスプロール化が進んでいる。無秩序に都市が広がっていくと、交

通渋滞や防災などの都市機能が低下してしまう。 
 土地を有効的かつ高度に利用し、集約することで、都市機能が高まり、さらには中心

市街地の活性化につながる。 
 宇都宮市においては図１のような再開発がおこなわれており、バンバ地区や干手・宮

島地区などにおいても、再開発事業が計画されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    宇都宮市馬場通り中央区        宇都宮市馬場通り西地区 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   宇都宮駅西口第一地区          宇都宮駅西口第四 A 地区 

 
 
            図１．宇都宮市の市街地再開発事業 

                          （市街地再開発事業より） 

 



３．３ 宇都宮市における CO2 排出量 

 「宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画 第 2 章 温室効果ガス排出量の現状と将来

予測」より、宇都宮市の２００３年における部門別 CO2 排出量とその割合を示す。 
 宇都宮市は日本でも有数の「自動車依存都市」であり、運輸部門における CO2 の排

出量が全体の２４％を占めている。また、ここでは、民生部門に着目してほしい。民生

業務部門と民生家庭部門をあわせると、全体の３８％となり、どの部門よりも割合が高

いことがわかる。 
 
 

表１．宇都宮市における部門別 CO2 排出量 

                     （ｔ－CO2） 

  
2003年度

産業部門 1,405,373
民生家庭部門 571,227
民生業務部門 965,814

運輸部門 947,524
廃棄物部門 61,795

合計 3,951,732

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図２．宇都宮市における部門別 CO2 排出量の割合 

 
 
                  （宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画より） 



３．４ 建物調査 

 宇都宮市の中心部および郊外においては、古い建物が多く存在しており、近い将来建

物の建て替えの時期を迎える。いつごろ、どこの地域で、どれくらいの建物が建て替え

の時期を迎えるか把握する必要がある。 
調査においては、宇都宮市の中心部を対象とし、建物調査を行った。調査地区を図３

に示す。調査内容は、延べ床面積、建物用途、築年数とし、調査の結果から建物の建て

替え時期を推計する。 
 調査結果を図４、５に示す。中央小学校を含んだ、より中心部のほうが比較的古い建

物が多く分布し、JR 宇都宮駅側の地域のほうが比較的新しい建物が多いという結果と

なった。 
 また、築年数から、建物の建て替え時期を推計した。これは、建物の寿命を５０年と

して推計を行った。グラフから、２０３０年までに約半分の建物が建て替えの時期を迎

えることがわかる。また、２０５０年までにほぼすべての建物が建て替えの時期を迎え

ることとなる。 
 このことから、中心市街地における建物建て替えのための方策を早急に検討する必要

がある。また、宇都宮市で最も賑わうべき地域であり、宇都宮市の「顔」、「イメージ」

とならなければいけない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               図３．調査対象地区 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         図４．調査対象地区における建物の地区年数の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図５．調査対象地区における建物の建て替え戸数、棟数の推移 
 

推計方法
文献※）より、建物の寿命を、木造住宅を築４１年、RC造事務所等を築４５年、RC共同住宅を築５１年とし、

達した年を建て替えの時期とした。

※）小松幸夫「建築寿命の推計」建築雑誌２００２年１０月号

 
 

 

 

 

 



４．施策事業の提案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

現状（郊外の大型商業施設）

現状（郊外の住宅地）

現状（中心市街地）

宇都宮市は、中心市

街地の衰退に加え、

郊外の開発（大型商

業施設、住宅地）が

行われており、スプ

ロール化が進行して

いる。 

 
現状の宇都宮市の特徴を生かした対策により 
 
 

を実現を目指す。 

図６．対策ケースイメージ 

高効率な熱源システム 



 中心市街地における建物調査の結果から、調査地区の建物においては、２０３０年こ

ろまでに半分以上の建物が寿命をむかえ、建て替え・開発の必要があることがわかった。

また、宇都宮市における CO2 排出量の現状から、民生部門における CO2 排出量削減の

対策を検討する必要があるといえる。 
 そこで、本提案では、民生部門における建物レベルでの具体的方策の検討を行う。 
 
４．１ 建物の更新対策ケースの内容 

本提案で検討する対策ケースのイメージを図６に示した。スプロール化した宇都宮市

の都市形態を前提とし、中心市街地と郊外とをあわせた都市全体での対策を提案する。 
＜中心市街地＞ 

 今後中心市街地においては、再開発により、中高層のビルディングが建てられること

が予想される。再開発の際には、省エネルギー対策、CO2 排出量の削減目標などを具

体的に提示する必要があると考える。 
 本提案では、中心市街地のビルディングにおいて、図６にあるような省エネルギー対

策を設定し、CO2 排出量の削減量を４０％ほどに設定した。 
＜郊外の住宅地＞ 

 郊外の戸建て住宅においても、中心市街地と同様に省エネルギー化を進める。また、

太陽光発電パネルを設置し、CO2 排出量の削減をする。 
 宇都宮市の住宅用太陽光発電システム設置費補助制度の補助実績を図７に示す。２１

年度は、電力の新買取制度の適用、国の交付金による補正予算により、補助件数が多く

なっている。また本年度においても、当初予算に加え補正予算を組み、申請件数は 1 千

件を超すと見られている。今後も太陽光発電の設置数は伸びていくものと考えられる。 
 また、宇都宮市の日射量は 3.56[kWh/㎡・日]で、全国でも、比較的日射量の多い都

市と言え、太陽光発電が効果的に行える。（宇都宮市地域新エネルギービジョンより） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図７．宇都宮市の住宅用太陽光発電システム設置費補助制度の補助実績 

                         （環境対政策課より情報提供） 



 本提案では、中心市街地の省エネルギー化と郊外の戸建て住宅における太陽光発電を

組み合わせ、CO2 排出量がどの程度のバランスとなるか検討を行った。設定したケー

スを表２に示す。 
                表２．対策ケース 

 中心市街地

建物/集合住宅 住宅 住宅屋根 PV変換効率

CASE1 現状 現状 切妻屋根 16.40%

CASE2 省エネ 省エネ 切妻屋根 16.40%

CASE3 省エネ 省エネ 片流れ 16.40%

CASE4 省エネ 省エネ 片流れ 25%

郊外

 
 
 
 
 

「現状」「省エネ」
→建物のエネルギー消費レベルを表す。
「住居屋根」
→現状レベルを切り妻屋根とする。片流れ屋根にすることで、太陽光発電パネルの大規模設置を想定する。
「PV変換効率」
→太陽光のエネルギーをどれくらい電力に変換できるかを示した値。

 
 
 
 現状レベルを１６．４％、高効率太陽光発電は近い将来の値として、２５％とした。

 
４．２ CO2 排出量の推移 

 設定した対策ケースにおける CO2 排出量の推移を図８に示す。 
CASE１（現状）では、都市の CO2 排出量に対して、郊外の太陽光発電による CO2 の

削減量は１９％程度である。しかし、CASE4（省エネルギー化＋高効率太陽光発電パ

ネルの大規模設置）では、都市の CO2 排出量と郊外の太陽光発電による CO2 の削減量

がほぼ等しくなり、CO2 排出量の収支が±０、つまり、カーボンニュートラルとなる。 
 また、図９より、全国の大都市、中規模都市を対象として同じ検討を行うと、中規模

都市の方が、よりカーボンニュートラル化の可能性がある傾向となり、宇都宮市で実現

する可能性は高いと考えられる。 
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図８．対策ケースにおける CO2 排出量の収支    図９．都市間における比較 



４．３ 見える化ツールの作成 

 検討したケースや、得られたデータを 
まとめ、建物の建て替えの対策や、再開 
発による、CO2 排出量などの環境に対す 
る影響、効果を見ることができるツール 
を作成する。 
 検討した対策の中から、検討する地域、 
建物の建て替え時期、開発の規模、建物 
の用途、省エネルギーレベルなどの対策 
項目を選定し、環境に対してどれほどの 
影響、効果があるのかを、WEB で見る      図１０．ツールのイメージ 

ことができるようにする。 
 ツールを整備することで、まちづくりと環境に対する意識の向上を図る。また、この

取り組みを通して、「環境都市うつのみや」をアピールし、一つの魅力、ブランドとな

ることを期待する。 
 
５．まとめ 

 本提案では、宇都宮市が、「環境都市」、「低炭素社会」となるために、建物の建て替

え、再開発における対策ケースのひとつを検討し、提案した。 
 スプロール化の進行は、問題点として考えられることが通常ではあるが、その都市形

態を逆手に取り、対策を講じることで、カーボンニュートラル社会を構築できる可能性

がある。宇都宮市は、本提案におけるカーボンニュートラル化実現のための要素がそろ

っており、実現が期待される。 
 そのためにも、老朽化した建物の建て替えや、再開発が行われる際には、省エネルギ

ー化、新エネルギーの導入などを積極的に提案し、取り入れていくべきである。 
 また、市民の方にも、情報を発信し、宇都宮市が目指すべき都市の姿、「環境都市う

つのみや」実現への意識を共有し、高めていく必要がある。そのためにも、提案したツ

ールを整備、作成することは、手法として効果的であると考える。 
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